
貸　借　対　照　表
（令和 5 年 3 月 31 日現在）

(単位：円)
科   　　     目 　金      額 科   　　     目 　金      額

資産の部 負債の部
流動資産 ［ 2,637,800,894 ］ 流動負債 ［ 1,599,835,057 ］
現 金 及 び 預 金 339,123,770 支 払 手 形 137,628,103
受 取 手 形 206,284,415 電 子 記 録 債 務 532,342,812
売 掛 金 669,266,478 買 掛 金 293,841,494
電 子 記 録 債 権 263,633,085 短 期 借 入 金 500,000,000

仕 掛 品 424,460,648 未 払 金 32,678,984

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 508,837,999 未 払 法 人 税 等 1,695,500

前 払 費 用 27,766,142 未 払 費 用 17,643,113
預 け 金 184,217,922 契 約 負 債 377,352
未 収 入 金 3,838,585 預 り 金 10,981,199
未 収 還 付 消 費 税 19,008,300 預 り 金 保 証 金 10,003,500
そ の 他 463,550 役 員 賞 与 引 当 金 5,484,000
貸 倒 引 当 金 -9,100,000 賞 与 引 当 金 57,159,000

固定資産 ［ 1,231,231,061 ］
有形固定資産 （ 783,352,798 ）
建 物 241,675,686 固定負債 ［ 287,025,103 ］
構 築 物 2,124,521 資産除去債務（長期） 4,118,400
機 械 及 び 装 置 10,846,580 退 職 給 付 引 当 金 282,906,703
工具 ･器具及び備品 18,735,646 負 債 合 計 1,886,860,160
土 地 509,970,365

純資産の部
無形固定資産 （ 238,112,852 ） 株主資本 ［ 1,982,171,795 ］
の れ ん 88,333,334  資　本　金 （ 90,000,000 ）
電 話 加 入 権 829,922  資本剰余金 （ 34,000,000 ）
ソ フ ト ウ エ ア 148,649,596 資 本 準 備 金 34,000,000
ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定 300,000  利益剰余金 （ 1,879,697,035 ）
投   資   等 （ 209,765,411 ） 利 益 準 備 金 22,500,000
出 資 金 90,000 そ の 他 利 益 剰 余 金 1,857,197,035
差 入 保 証 金 3,612,840 任 意 積 立 金 950,000,000
長 期 前 払 費 用 23,015,405 繰 越 利 益 剰 余 金 907,197,035
そ の 他 10,600,001 ( う ち 当 期 純 損 失 ) ( 41,792,756 )
繰 延 税 金 資 産 172,447,165  自己株式 （ -21,525,240 ）

純 資 産 合 計 1,982,171,795
資  産  合  計 3,869,031,955 負債・純資産合計 3,869,031,955



１． 重要な会計方針

（1） たな卸資産の評価基準及び評価方法

原材料・仕掛品 ・・・ 先入先出法による原価法（貸借対照表価額については

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

（2） 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く） ・・・ 定額法

無形固定資産（リース資産を除く） ・・・ 定額法

但し、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における

利用可能期間（５年）に基づく定額法

リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

･････ ・・・ リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

長期前払費用 ・・・ 定額法

（3） 引当金の計上の方法

貸倒引当金 ・・・ 売掛金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては法人税法に定める法定繰入率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。

賞与引当金 ・・・ 従業員の賞与の支給に充てるため、次期賞与支給見込額の当期

間対応額を計上しております。

役員賞与引当金 ・・・ 役員の賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当期における

負担額を計上しております。

退職給付引当金 ・・・ 従業員の退職給付に備えるため、退職金規程に基づき当事業年

度末における期末要支給見込額を計上しております。

（4） 収益及び費用の計上基準

　サイン・LED製品等の販売に係る収益は、主に製造等による販売であり、顧客との販売契約に基づいて製品を引き渡す

義務を負っております。当該履行義務は、製品を引き渡す一時点において収益を認識しております。

　工事に係る収益は、主にサインの取付・施工であり、顧客との請負工事契約に基づいて工事を行う義務を負っております。

当該履行義務は、取引開始日から履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短いため、完全に履行義務が充足

した時点で収益を認識しております。

個　　別　　注　　記　　表



2． 株主資本等変動計算書に関する注記

（1） 当事業年度の末日における発行済株式の数 普通株式 180,000株

（2） 配当に関する事項

①配当金支払額

　該当事項はありません

②基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

　該当事項はありません

（3） 当事業年度の末日における自己株式の数 普通株式 7,000株


